様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　2024年　1月　31日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）                 
一般事業主の氏名又は名称                  
（ふりがな）                 
（法人の場合）代表者の氏名  　         印   
住所　〒

法人番号　　　　6280001000230　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①中期経営計画（2021-2023年度）
②統合報告書2021

	公表日
	①2021年3月19日
②2021年7月30日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページに掲載
①
https://www.gogin.co.jp/common/20212023_keieikeikaku.pdf
（P7、P18）
②
https://ssl4.eir-parts.net/doc/8381/ir_material_for_fiscal_ym/133950/00.pdf
（P24-25）

	記載内容抜粋
	・今後も地域とともに歩み、将来に亘って地域を支えていくには、当行自身が力強く成長し続け、地域・お客様の課題を解決していくことが不可欠と認識
・こうした思いを込め、経営理念「地域の夢、お客様の夢をかなえる創造的なベストバンク」の体現へのマイルストーンとなる長期ビジョン「No.1の課題解決力で持続的に成長する広域地方銀行」を定めた
（②P24-25）

・長期ビジョン実現のため、中期経営計画において「地域のリーディングバンクとして、地域の産業・事業を徹底的に支える」ことを掲げ、「地域・お客様の課題解決への貢献」「DXの推進」「経営基盤の強化」の３つを重点施策と定義
・戦略分野であるコンサルティング（地域・お客様の課題解決）と、デジタル（DXの推進）を両輪に、ビジネスモデルの変革に取り組む
・また、2つの戦略分野を強力に推進するため経営基盤をさらに強化し、持続的な成長を実現する強靭な銀行を目指す
（②P24-25）

・DXの推進の方向性としては、デジタル技術を梃に経営の全ての領域で構造改革を加速させ、顧客満足度（UX）を高めること、ITの活用により当行の全てをより良くし、競争優位性を確立すること、を掲げている
（①P18）

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	①取締役会決議に基づく経営計画
②上記計画の内容や進捗状況等をまとめた開示資料



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①中期経営計画（2021-2023年度）
②統合報告書2021
③ニュースリリース
「本部機構改革と役員の異動について」
④ニュースリリース
「『デジタル人材』の育成強化～『全員デジタル人材』により全行的DXを実現～」
⑤統合報告書2023
⑥2023年9月期決算説明会資料

	公表日
	①2021年3月19日
②2021年7月30日
③2021年9月24日
④2022年8月18日
⑤2023年7月31日
⑥2023年12月7日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページに掲載
①
https://www.gogin.co.jp/common/20212023_keieikeikaku.pdf
（P18-20、22、24）
②
https://ssl4.eir-parts.net/doc/8381/ir_material_for_fiscal_ym/133950/00.pdf
（P32-33、52-53、62-63）
③
https://www.gogin.co.jp/newsrelease/common/attachmentfile/attachmentfile-file-2141.pdf
④
https://www.gogin.co.jp/newsrelease/common/attachmentfile/attachmentfile-file-2781.pdf
⑤
https://ssl4.eir-parts.net/doc/8381/ir_material_for_fiscal_ym/138984/00.pdf
（P48-49）
⑥
https://ssl4.eir-parts.net/doc/8381/ir_material_for_fiscal_ym1/146719/00.pdf
（P15）

	記載内容抜粋
	・デジタルツールを活用した以下のチャネル（非対面／対面）戦略を公表
１．"手のひらに銀行店舗を"をコンセプトに、「非対面チャネル」中心にお客様の利便性を高める
従来銀行店舗に来店いただく必要のあった手続きを、スマホ・PCで完結する環境を整える（スマホ対応機能を更に強化、非対面チャネルで利用可能な取引・手続きを拡充、UI・UXの改善）
（①P19）

２．「対面チャネル」はデジタルを活用し、より付加価値あるコンサルティングの提供と店頭事務改革を実現する
渉外は、ノウハウを集約したデジタルツールを徹底活用し、対面サービスを強化する
店頭は、お客様・行員両方の視点から業務の合理化を進め、来店されたお客様のニーズをスピーディに満たす（お客様の利便性向上、事務の効率化）
（①P20）

非対面の「利便性の向上」による「お客様との日常的な関係の形成」と、対面の「付加価値の向上」による「お客様との信頼関係の構築・深耕」により、「UXの向上」ひいては「"ごうぎんファン"の拡大」を目指す
（①P18）

・(5)に記載のデジタル戦略再構築後、ビジネス（営業）、オペレーション（事務）、IT、データ、組織・人材というあらゆる領域でDX施策を実行
（⑤P48-49）

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	①取締役会決議に基づく経営計画
②上記計画の内容や進捗状況等をまとめた開示資料
③取締役会承認による役員委嘱の公表
④経営執行会議で決議された人材育成計画の公表
⑤②と同じ
⑥①の進捗状況等をまとめたIR資料



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	①P18、22
③
④
⑤P49

	記載内容抜粋
	・DXに関する諸施策を組織横断的にスピード感を持って推進していくために、DX推進本部を新設
・執行役員にDX推進本部長を委嘱
（③）

・行内のそれぞれの持ち場で必要となるデジタルスキルを定義し、それぞれに育成を図ることを宣言
（④、⑤P49）

・フィンテック事業者、地元IT事業者、異業種企業等の外部事業者と幅広く業務提携
（①P18）



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	①P18、24
②P62-63
⑥P15

	記載内容抜粋
	・アジャイル開発による商品・サービスのスピーディな開発・改善
・API利活用による外部事業者と連携した新たな価値の創出
（①P18）

・戦略分野への積極投資（デジタルツール導入、システム開発など）
（2020年度）約8億円 ⇒（2023年度）約16億円
（①P24）
・2023年度（24/3期）戦略投資約17億円
（⑥P15）



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期経営計画（2021-2023年度）

	公表日
	2021年3月19日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページに掲載
https://www.gogin.co.jp/common/20212023_keieikeikaku.pdf
（P19-20）

	記載内容抜粋
	（2023年度末における目標数値）

・非対面チャネル
１．非対面チャネルでの個人取引カバー率　100％
２．諸届け（変更・紛失）のWeb受付割合　50％
３．相続のWeb受付割合　50％
４．振込の店頭受付件数　50％減（2019年度比）
（P19）

・対面チャネル
１．お客様の窓口手続き時間　3割短縮
２．行員の事務時間　3割削減
３．事務人員　100人減
（P20）



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年7月30日
2023年7月31日

	発信方法
	ホームページに掲載
①統合報告書2021「トップメッセージ」
https://ssl4.eir-parts.net/doc/8381/ir_material_for_fiscal_ym/133950/00.pdf
（P7-8）
②統合報告書2023「トップメッセージ」
https://ssl4.eir-parts.net/doc/8381/ir_material_for_fiscal_ym/138984/00.pdf
（P7）

	発信内容
	当行はこれから、行員全員によるコンサルティングと、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の２つを主軸に、地域の課題解決に貢献するととともに、当行自身のビジネスモデル変革に挑戦する。
ＤＸもビジネスモデルを変革していくうえで不可欠な要素である。発展が目覚しいデジタル技術を当行のビジネスに徹底的に取り込むことは、商品・サービスから組織・業務プロセスといった仕組み、ひいてはカルチャーまで、当行の全てをより良くし、競争優位を確立するための起爆剤になると考えている。当行がＤＸを推進していくうえで、大きく分けると顧客体験・行内改革・橋渡しの３つの視点があると考えている。
[bookmark: _GoBack]これらの取り組みを高いレベルで実践するため、これまで構築してきた経営基盤を、さらに強化していく。
（①P7-8）
ＤＸは５つの領域に分け、今年度までの3年間で地銀トップレベルに追いつくための全行プロジェクトを進めている。お客様向けサービスのUI/UXの向上、銀行の膨大なデータをマーケティングなどに活用する基盤整備は順調に進んでいる。ＩＴスキルの高い人材も育成し、現場からボトムアップで改善を進める文化が根付きつつある。
（②P7）




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年7月～9月

	実施内容
	・代表取締役頭取指示のもと、外部コンサルとの協働によるデジタル戦略再構築を実施、その中でデジタル技術に係る動向や自社のITシステムの現状を踏まえ、デジタル化推進状況を客観的に評価
・上記課題をマネジメント層向け報告、経営会議協議を経て取締役会報告し、課題共有を実施
・この課題認識に基づくDX施策の実行状況は、代表取締役頭取指示に基づき、経営執行会議および取締役会に2021年9月期より四半期毎継続的に協議・報告中、決算説明会資料において、上記報告に基づき現状の自己評価を公表



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2015年度より取り組み開始し、継続的に実施

	実施内容
	・サイバーセキュリティについての基本方針を規定化、各種規定類に具体的な体制・対応手順・報告ルート等を明記
・CSIRTを設置し、情報収集・影響調査・対応協議等を定期的に実施



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

